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第４次行財政改革行動計画の策定について 

 

（令和７年10月６日 行政経営課） 

１ これまでの経緯 

時期 実施 内容 

令和７年５月 16日 第１回行財政改革推進委員会 ・次期大綱の策定の方向性につい

て 

・現大綱に対する意見 

令和７年８月３日 第２回行財政改革推進委員会

（書面開催） 

・「持続可能で柔軟な行財政運営」

の素案について 

令和７年９月２日 「持続可能で柔軟な行財政運

営」の原案の作成 

・第２回行革委員会での意見を反

映したもの 

・総合計画の所管課である企画課

へ引継ぎ 

 

２ 第４次行財政改革行動計画の概要 

 ⑴ 計画の目的 

   令和７年度に策定予定の第３次総合計画前期基本計画の「持続可能で柔軟な行

財政運営」に掲げる「限られた経営資源を有効活用し、柔軟な行政経営及び持続

可能な財政運営」の実現を目指し、令和８年度以降の行財政改革の取組を計画的

に推進するため。 

 ⑵ 計画期間 

   令和８（2026）年度～令和11（2029）年度 ４年間 

【参考】第３次総合計画前期基本計画 計画期間 

    令和８（2026）年度～令和11（2029）年度 ４年間 

第３次行財政改革大綱後期行動計画 計画期間 

      令和４（2022）年度～令和７（2025）年度 ４年間 

 

３ 今後の行財政改革推進委員会の開催予定 

時期 実施予定 内容 

令和７年 10月中旬

～下旬頃 

第３回行財政改革推進委員会 ・第３次行革大綱後期基本計画の

進捗管理（令和６年度実績）に

ついて 

・第４次行財政改革行動計画の策

定について 

令和８年１月中旬頃 第４回行財政改革推進委員会 ・第４次行財政改革行動計画の素

案について 

令和８年３月中旬頃 第５回行財政改革推進委員会 ・第３次行革大綱後期行動計画の

進捗状況（令和７年度実績見

込）について 
 


